
様式１ 

第    号 

令和 年 月 日 

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和  年度優良建築物等整備事業補助金交付申請書 

（         地区） 

  令和 年度優良建築物等整備事業について、補助金の交付を受けたいので、神戸市優良

建築物等整備事業補助要綱第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請しま

す。 

記 

１ 補助事業の名称 地区優良建築物等整備事業 

２ 補助事業の目的及び内容 

３ 補助事業の完了予定期日    令和  年 月  日 

４ 交付申請額    千円 

  補助対象事業費   千円 

５ 交付申請額の算出方法等（別紙１，２，３のとおり） 



別紙　１

　　年　月　  年  年

　項　　目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（様式　１）
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別紙　２

（優良建築物等整備事業）

（全　体）

年度計画　

事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金

㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円

事 業 計 画 作 成

地 盤 調 査

建 築 設 計

小　　　　　計

建 築 物 除 却

整 地

小　　　　　計

空 地 等 整 備

供給処理施設整備

その他施設整備

小　　　　　計

(様式　１）

年   度   別   事   業   計   画   内   訳   書

全　　体　　計　　画 過　　　年　　　度 当　　該　　年　　度 翌　年　度　以　降
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計
計
画
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施
設
整
備

合　　　　　計

　項　　　目



別紙　２

（優良建築物等整備事業）

（兵庫県）

年度計画　

事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金

㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円

事 業 計 画 作 成

地 盤 調 査

建 築 設 計

小　　　　　計

建 築 物 除 却

整 地

小　　　　　計

空 地 等 整 備

供給処理施設整備

その他施設整備

小　　　　　計

(様式　１）
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　項　　　目



別紙　２

（優良建築物等整備事業）

（神戸市）

年度計画　

事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金

㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円

事 業 計 画 作 成

地 盤 調 査

建 築 設 計

小　　　　　計

建 築 物 除 却

整 地

小　　　　　計

空 地 等 整 備

供給処理施設整備

その他施設整備

小　　　　　計

(様式　１）
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年   度   別   事   業   計   画   内   訳   書

全　　体　　計　　画 過　　　年　　　度 当　　該　　年　　度 翌　年　度　以　降

　項　　　目



別紙　３

１　交付申請額の算出方法及び経費の配分
（単位：千円）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( )

(注）１．事業費欄には、実際に要する事業費を記載すること。

　　 ２．変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

２　交付申請額の算出方法の明細

（１）調査設計計画
（単位：千円）

( ） ( ）

( ） ( ）

( ） ( ）

( ） ( ）

(注１）変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

(様式　１）

合　　　　　計

ロ　地盤調査費

ハ　建築設計費

項　　　　　目 事　　　業　　　費 補助対象事業費

イ　事業計画作成費

Ｂ/Ａ＝計

既交付決定額
総
　
計

今回交付申請額

変更増△減額

交付申請額 Ｂ

土地整備

調査設計計画

種　 別 事   業   費 補助対象費　Ａ 補助率

共同施設整備



　イ　事業計画作成費

数 単

量 位 単価 金　　額 単価 金　　額

円 円 円 円

測量 土地建物等現況測量

・多角測量 ㎡

・細部測量 ㎡ 境界、水準、地形、路線

・航空測量 枚 測量等

・縮　　図 式

調査 土地建物等現況調査

・土地利用現況調査 ㎡ 宅地、公共用地

・建物等現況調査 件

・公共施設調査 件

・占用物件調査 件

・居住営業調査 件

権利等現況調査

・土地権利調査 件 土地登記簿調査 実施調査

・建物権利調査 件 建物登記簿調査 実施調査

・土地評価　　

     　　評価件数 件

・建物評価　　　

 　　　評価件数

基本 基本設計 式

設計 ・施設建築物基本設計 ㎡ 広場等特別に設計を要する

・施設建築敷地基本設計 ㎡ 物がない場合は、施設建築

物基本設計に含まれている

・公共施設基本設計 ものとする。

資金 資金計画 式

計画 ・直接費:直接人件費 別添内訳表を作成（注）

　　　　 直接経費

・間接費:諸経費

　　　　 技術経費

（備考）１　直営の場合には、摘要欄に、住宅局所管事業関連共同施設整備等補助要領等細目(平成12年3月24日付け建設省

　　　　　　住街発第29号）第２－１－イの末尾に掲げる表に従った使途内訳を記載すること。

　　　　２　委託費は直営欄に計上すること。

　　　　３　積算内訳が必要なものについては、摘要欄にその内容を記載すること。

　　　　４　細分欄のうち、補助対象事業費から除外した項目がある場合は、補助対象事業費を請負及び直営欄の金額欄に

　　　　　　（　）内数で記載すること。

（様式　１）

請　　負 直　　営
区分 細　　　　　分 摘　　　　　要



　ロ　地盤調査費

調査面積
本数又は
箇所数

事　業　費

㎡ 円

　ハ　建築設計費

建築
敷地面積

建築面積
建築

延面積
建築費
単価

設計
料率

事　業　費

㎡ ㎡ ㎡ 千円／㎡ ％ 円

(様式　１）

合　　計

円

合　　計

単　価

建　築　費

円

調  査  方  法



イ．既存建築物除却等費

ロ．整　　地　　費

ハ．補　償　費　等

（注）変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

イ．建築物除却等費

棟数 事　業　費

円

ロ．整　　地　　費

事　業　費

円

(様式　１）

合　　　　　計

㎡ 円／㎡

項　　　　　目

合　　　　　計

単　　価面　　積

円／㎡㎡

事　　　業　　　費

構　　　　造 単　　価延面積

（２）土地整備費

（単位：千円）

合　　　　計

補 助 対 象 事 業 費



単位 数量 単　価 金　額 摘　要

円

建 物 補 償 費 件

建 物 補 償 費 相 当 額 件

工 作 物 補 償 費 件

立 竹 木 補 償 費 件

動 産 移 転 補 償 費 件

仮 住 居 補 償 費 件

営 業 補 償 費 件

地代家賃減収補償費 件

移 転 雑 費 補 償 費 件

地 代 補 償 費 件

そ の 他 補 償 費 件

(注）１．電柱、上下水道の移転補償費等上記の他に補償すべき項目があれば記載すること。

　　 ２．ハ－１、ハ－２、ハ－３の項目のうち補助対象事業費から除外したものがある場合は（　）内数で記載する

　　　　 こと。

（様式　１）

ハ－１　補償費等

項　　　　　目

合　　　　　計



ハ－２　補償費等内訳書

その他 動産
雑　費
その他

構造
階数
用途

経
過
年
数

延
面
積

単価 評価額 権利価格 名称
数量

単位
金　額 金　額 金　額

日
数

金　額 業種 金　額 金　額

年 ㎡ 円/㎡ 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（注１）「物件補償費等」の「その他」欄には立竹木補償費、各種物件の移転補償費等を又「その他補償費」の「雑費その他」欄には、「地代家賃減収補償費」　「移転雑費補償費」「地代補償費」「その他補償費」

　　　　等について記載すること。

（注２）「摘要」欄には建物補償費相当額に相当するものについては、その金額及び合計額を記入すること。

(様式　１）

摘要

建　　　　　　　　　物 工　　作　　物 仮　住　居 営　　　業

そ　　の　　他　　補　　償　　費

合　計

合　　　計

図
面
対
象
番
号

所　在　地 氏　　名

物　　　　件　　　　補　　　　償　　　　費　　　　等



位　　　置 面　積 単　価 金　額

㎡ 円 円

合　　　　計

(注）合計欄は、ハ－２の建物補償費相当額の合計額にあわせること。

(備考）添付図、施設種類、位置、形態等を明示する図面（赤線で表示）。

（様式　１）

施 設 の 名 称

ハ－３　施設建築物建設費内訳表



（３）共同施設整備

（単位：円）

数　量 事 業 費 補助対象事業費

（１）空地等 ① 通路

② 駐車施設

③ 児童遊園

④ 緑地

⑤ 広場

小　　　計

（２）供給処理施設 ① 給水施設

② 排水施設

③ 電気施設

④ ガス供給施設

⑤ 電話施設

⑥ ごみ処理施設

⑦ 情報通信施設

⑧ 熱供給施設

小　　　計

（３）その他施設 ① 共用通行部分

② 防災関連施設

③ 防音・防振

④ 社会福祉施設等との一体的整備

⑤ 立体的遊歩道及び人工地盤施設

⑥ 公共用通路

⑦ 駐車場

⑧ 電気室・機械室

⑨ 集会所・管理事務所

⑩ 高齢者生活支援施設

⑪ 子育て支援施設

⑫ 電波障害防除施設

小　　　計

(備考) 添付図、位置図、区域、形態、施設の種類、ルート等を明示する図面（色分けで表示）

(注１）記載にあたっては、「共同施設整備費内訳書」を添付すること。

(注２）変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）で記載すること。

(様式　１）

施　　　　設　　　　名

合　　　　　　　　　計



（３）共同施設整備（災害復旧）

（単位：円）

数　量 事 業 費 補助対象事業費

（１）空地等 ① 通路

② 駐車施設

③ 児童遊園

④ 緑地

⑤ 広場

小　　　計

（２）供給処理施設 ① 給水施設

② 排水施設

③ 電気施設

④ ガス供給施設

⑤ 電話施設

⑥ ごみ処理施設

⑦ 情報通信施設

⑧ 熱供給施設

小　　　計

（３）その他施設 ① 共用通行部分

② 防災性能強化

③ 防災関連施設

④ 防音・防振

⑤ 社会福祉施設等との一体的整備

⑥ 立体的遊歩道及び人工地盤施設

⑦ 公共用通路

⑧ 駐車場

⑨ 電気室・機械室

⑩ 集会所・管理事務所

⑪ 高齢者生活支援施設

⑫ 子育て支援

⑬ 避難設備

⑭ 消火・警報設備

⑮ 監視装置

⑯ 電波障害防除

小　　　計

(備考) 添付図、位置図、区域、形態、施設の種類、ルート等を明示する図面（色分けで表示）

(注１）記載にあたっては、「共同施設整備費内訳書」を添付すること。

(注２）変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）で記載すること。

(様式　１）

施　　　　設　　　　名

合　　　　　　　　　計



　共同施設整備内訳書 №１

種　別 細別 単位 数量 単　価 金　額 摘　　　要

（１） 円 円
空 ①通路 土工

地 法覆工 ㎡ 切土、盛土、残土処理

等 擁壁工 ㎡ 石積、コンクリート擁壁

整 排水工 ㎡ 暗渠、管渠、側溝、縁石

備 路盤工

費 路面工 ㎡ 表層工

舗装工 ㎡ 仮設工

雑工 式 　以下駐車施設、児童遊園、緑地

直接工事費計 　広場、給水施設、排水施設、電

共通仮設費 　気施設、ごみ処理施設、立体遊

現場管理費 　歩道等、避難設備、消火・警報

一般管理費 　設備、監視装置、電波障害防除

工事費計 　においても同様とする。必要に

　応じて計上すること。

②駐車施設 土工

法覆工 ㎡

擁壁工 ㎡

整地工 ㎡ 不陸整圧、転圧

排水工

路盤工 ㎡

路面工 ㎡

工作物工 式

街灯工 基

雑工 式

直接工事費計

③児童遊園 土工 ㎡

法覆工 ㎡

擁壁工 ㎡

排水工

整地工 ㎡

植樹工 式

芝付工 ㎡

花壇工 ㎡

徒渉池工 式 細別は池工に準ずる。

遊具工 式

砂場工 式

照明工 基

雑工 式

直接工事費計

④緑地 土工 ㎡

法覆工 ㎡

擁壁工 ㎡

排水工

整地工 ㎡

路面工 式

植樹工 ㎡

芝付工 ㎡

花壇工 式

いけがき工 式

日陰棚工

池工 式

休憩所工 式

運動施設工

便所工

照明工 基

雑工 式

直接工事費計

（様式　１）

施　設　名



　共同施設整備内訳書 №２

種　別 細別 単位 数量 単　価 金　額 摘　　　要

（１） 円 円
空 ⑤広場 土工 ㎡

地 法覆工 ㎡

等 擁壁工 ㎡

整 排水工

備 整地工 ㎡

費 路盤工 ㎡

路面工 ㎡

舗装工 ㎡

池工 式

ベンチ工 基

日陰棚工

運動施設工事

照明工 基

雑工 式

直接工事費計

（２） ①給水施設 ○○管布設工 ｍ 堀削、埋戻、残土処理、

供 基礎工、管購入費、管布設

給 人孔設置工 個所 土留、その他

処 附帯工

理 受水槽工 建築工、その他

施 ポンプ施設工 ポンプ機器購入、設置

設 中間水槽工 水槽設置、水槽購入費、

基礎工

高置水槽工 水槽設置、水槽購入費、

基礎工

雑工 式 仮設工

直接工事費計

②排水施設 ○○管布設工 ｍ 堀削、埋戻、残土処理、

基礎工、管購入費、管布設

人孔設置費 個所 土留、その他

附帯工

ポンプ施設工 沈砂池、上屋、設備

処理施設工 沈砂池、沈澱池、曝気槽

直接工事費計

③電気設備 ケーブル敷設工 ｍ 堀削、埋戻、残土処理、

基礎工

附帯工 ケーブル購入、布設、土留

その他

受電設備工 機器購入、設置

変電設備工 機器購入、設置

附帯工

自家発電設備工 機器購入、設置

配電設備工 機器購入、設置

直接工事費計

④ガス供給施設 ○○管布設工 堀削、埋戻、残土処理、

基礎工、管購入費、管布設

附帯工 土留、その他

ガスバナー設置

工（ｶﾞｽﾒｰﾀｰ） 機器購入

直接工事費計

（様式　１）

施　設　名



　共同施設整備内訳書 №３

種　別 細別 単位 数量 単　価 金　額 摘　　　要

（２） 円 円
供 ⑤電話施設 ケーブル施設工 堀削、埋戻、残土処理、

給 附帯工 基礎工、管購入費、管布設

処 配電盤、端子盤 土留、その他

理 設置工 機器購入、設置

施 直接工事費計

設

⑥ごみ処理施設 共同償却炉施

設工

共同貯じん槽

設置工

ﾀﾞｽﾄｼｭｰﾄ施設工

附帯工

直接工事費計

⑦情報通信施設 ケーブル施設工

附帯工

配電盤、端子盤

等設置工

直接工事費計

⑧熱供給施設 管路等施設工

附帯工

熱交換器設備工

雑工

直接工事費計

（３）

そ ①共用通行部分 躯体工 ㎡

の 仕上工 ㎡

他 雑工 式

施 エレベーター

設 設備工 式

②防災性能強化 杭工 式

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

③防災関連施設 耐震性貯水槽工 式

附帯工 式

雑工 式

備蓄倉庫仕上工 式

雑工 式

直接工事費計

④防音・防振 防音サッシ工 式

免震装置施設工 式

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

⑤社会福祉施設 直接工事費計 式

　等

（様式　１）

施　設　名



　共同施設整備内訳書 №４

種　別 細別 単位 数量 単　価 金　額 摘　　　要

（３） 円 円
そ ⑥立体的遊歩道 土工 ㎡

の 　等 躯体工 ㎡

他 排水工 ㎡

施 路面工 ㎡

設 仕上工 ㎡

雑工 式

直接工事費計

⑦公共用通路 土工 ㎡

法覆工 ㎡

擁壁工 ㎡

排水工 ㎡

路盤工 ㎡

路面工 ㎡

舗装工 ㎡

雑工 式

直接工事費計

⑧駐車場 土工 ㎡

躯体工 ㎡

仕上工 ㎡

雑工 式

駐車場設備工 式

直接工事費計

⑨電気室・機械 躯体工 ㎡

　室 仕上工 ㎡

雑工 式

直接工事費計

⑩集会所・管理 躯体工 ㎡

　事務所 仕上工 ㎡

雑工 式

直接工事費計

⑪高齢者生活支 （緊急連絡通報

　援 装置）

電線及び電線管

布設工 式

受報機等施設工 式

通報機施設工 式

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

⑫子育て支援施 躯体工 ㎡

　設 仕上工 ㎡

雑工 式

直接工事費計

⑬避難設備 （排煙設備工）

排煙ファン 台 機器購入、設置

ダクト等工 ㎡ 機器購入、設置

排煙ダンパー工 個 機器購入、設置

排煙口施設工 個 機器購入、設置

附帯機器工 式

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

（様式　１）

施　設　名



　共同施設整備内訳書 №５

種　別 細別 単位 数量 単　価 金　額 摘　　　要

（３） 円 円
そ ⑬避難設備 （非常用照明装

の 置設置工）

他 電線及び管等 ｍ 電線購入、管購入、布設

施 照明器具 個 機器購入、設置

設 附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

（防火戸施設工）

防火戸施設工 個 防火戸購入、設置

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

⑭消火設備及び ○○容器施設工 個 容器購入、設置

警報装置 噴射施設工 個

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

（スプリンクラ

ー設備工）

○○管布設工 ｍ 管購入、布設

ヘッド施設工 個 ヘッド購入、設置

ポンプ施設工 個 ポンプ購入、設置

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

（火災報知器設

備工事）

電線及び電線管 電線購入、管購入、布設

布設工 ｍ

受信機等施設工 台 機器購入、設置

感知器等施設工 台 機器購入、設置

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

（非常放送設備

工）

電線及び管布設 電線購入、管購入、布設

工 ｍ

増幅器施設工 式 機器購入、設置

スピーカー 個 機器購入、設置

附帯工 式

雑工 式

直接工事費計

⑮監視施設 給水監視装置設 式 機器購入、設置

置工

受変配電監視装 式 機器購入、設置

ー設備工

消防監視装置設 式 機器購入、設置

置工

エレベーター監 式 機器購入、設置

視装置設置工

直接工事費計

（様式　１）

施　設　名



　共同施設整備内訳書 №６

種　別 細別 単位 数量 単　価 金　額 摘　　　要

（３） 円 円
そ ⑯電波障害防除 幹線布設工 ｍ 幹線購入、設置

の 施設 附帯工 式

他 附帯機器工 式 機器購入、設置

施 直接工事費計

設

（様式　１）

施　設　名



添付図書 

交付申請額の算出方法の資料として、事業ごとに次の図書を添付する。 

事業名称 図書種別 縮 尺 摘  要 

共通 位置図 １/25000 以上 
都市計画総括図に優良建築物等整備事業区域図を

表示 

共通 都市計画図 １/2500 以上 

事業計画作成 
事業計画作成 

区域図 
１/2500 以上 

白図を使用。 

施行地区及び工区を赤線で表示し、地区内及びそ

の周辺については建築用途別及び構造別の現況を

表示する。 

用途区分及び色彩は、昭和27年2月2日「都市計画

策定基礎調査について」（建設省都市局長通達建

都第56号）によること。 

構造別現況は、耐火建築物を黒枠で囲むことによ

り表示すること。 

地盤調査 地盤調査図 １/3000 以上 地盤調査地点を示すこと。 

建築設計 基本設計図 １/500 以上 

施設建築物各階平面図 

二面以上の断面図及び立面図 

施設建築敷地平面図 

既存建築物 

除却等及び 

整地 

除却計画図 １/500 以上 
除却すべき建築物等の位置図、規模、構造及び整

地区域を表示する図面 

共同施設整備 
共同施設 

計画図 
１/500 以上 

補助対象に係る共同施設について、その位置、区

域、規模、配置、ルート、寸法等を表示する。

（色分けで表示） 

図面は、施設ごとに簡潔明快なものとすること。 

（注）添付図書の作成に当たって、次の区分に従って色分けをすること。 

イ 当該年度は赤色 

ロ 翌年度以降は黄色 

ハ 過年度分は青色 



様式２

 （公 印 省 略） 

神 第 号 

令和  年  月  日 

   様

神戸市長 

令和 年度優良建築物等整備事業費補助金交付決定通知書

 （     地区）

令和  年度優良建築物等整備事業費補助金について、下記のとおり交付を決定した

ので通知する。

記

１．この補助金の対象となる事業及びその内容は、令和  年  月  日付交付申請書の

とおりとする。

２．この事業の補助対象事業費及び補助金の額は、次のとおりとする。

補助対象事業費   金  ，  ，  円

  補 助 金 の 額  金   ，  ，  円

３．この補助金の額の確定は、補助事業に要した経費の額に補助率を乗じて得た額で行うも

のとする。ただし、補助事業に要した経費が２の補助対象事業費を超えるときは、２の補

助金の額で行うものとする。

４．交付の条件は、次のとおりとする。

（１） 次の各号の一に該当する場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

  ア この事業の内容を変更する場合

  イ この事業に要する経費の配分を変更する場合

  ウ この事業を中止し、又は変更する場合

（２） この事業が令和  年３月３１日までに完了しない場合、又はこの事業の遂行が困

難になった場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。

（３） この事業が完了した場合において、機械、器具、仮設物その他の備品及び材料が残

存する時は、市長の承認を得て当事業の完了後これと同種の他の補助事業等に使用す

る場合を除き、当該物件の残存価格に補助率を乗じて得た金額を返還しなければなら

ない。

（４） この事業の執行にあたっては、神戸市優良建築物等整備事業補助要綱に基づき適正

に執行しなければならない。



様式３ 

第    号 

令和 年 月 日 

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和  年度優良建築物等整備事業補助金の経費の配分変更承認申請書 

（         地区） 

 令和  年  月  日付神   第    号で交付決定のあった標記事業の補助金の

経費の配分を下記事由により、別表のとおり変更したいので、承認くださるよう申請します。 

記 

１ 経費の配分変更を必要とする具体的な理由 

２ 経費の配分変更内訳書(別表) 

別表    経 費 の 配 分 変 更 内 訳 書   （単位：千円） 

種  別 
補 助 対 象 事 業 費 

補助率 補 助 金 摘要 
金  額 増△減 

（1）調査設計計画費 

（2）土 地 整 備 費 

（3）共同施設整備費 

合 計 

（注）金額欄には、下段に今回申請額を、上段に既交付決定額を（ ）書きで記載すること。 



様式４ 

第    号 

令和 年 月 日

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和 年度優良建築物等整備事業の事業内容変更承認申請書

（         地区）

令和  年  月  日付神   第   号をもって補助金の交付決定通知を受けた標

記事業については、今般下記のとおり事業内容を変更したいので、承認くださるよう申請し

ます。

記

１ 補助事業の名称 地区優良建築物等整備事業

２ 変更内容

３ 変更理由

４ 関係書類及び図書（別紙のとおり）

（注）内容の変更にともなって金額の移動がある場合には、すべて補助交付申請の様式を準

用する。

なお、添付図面等は変更にかかる部分のみ添付すること。



様式５ 

第    号 

令和 年 月 日 

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和 年度優良建築物等整備事業補助金交付変更申請書

（         地区）

令和  年  月  日付神   第   号で交付決定の通知を受けた令和  年度優

良建築物等整備事業補助金について、変更交付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１ 補助事業の名称  地区優良建築物等整備事業

２ 変更を必要とする理由

３ 補助事業の完了予定日   令和  年  月  日

４ 補助金交付変更額

 交 付 決 定 額  千円

 交付変更申請額  千円

 差引増△減額 千円

５ 交付変更申請額の算出方法等（別紙のとおり）

（注）内容の変更にともなって金額の移動がある場合には、すべて補助交付申請の様式を準

用する。

なお、添付図面等は変更にかかる部分のみ添付すること。



様式５の２ 

   （公 印 省 略） 

神   第    号 

令和 年  月 日

様

神戸市長

令和 年度優良建築物等整備事業補助金交付変更決定通知書（第 回）

（         地区）

令和  年  月  日付神   第    号で交付（変更）決定を通知した令和  年

度優良建築物等整備事業補助金について、下記のとおり交付の変更を決定したので通知する。 

記

１ この補助金の対象となる事業及びその内容は、令和  年  月  日付交付変更申請

書のとおりとする。

２ この事業の補助対象事業費及び補助金の額は、次のとおりとする。 （単位 円）

区 分 既交付決定額 今回変更増△減額 変更交付決定額

補助対象事業費

補 助 金 の 額

３ この補助金の額の確定は、補助事業に要した経費の額に補助率を乗じて得た額で行うも

のとする。ただし、補助事業に要した経費が２の変更後の補助対象事業費を超えるときは、

２の変更後の補助金の額で行うものとする。

４ 交付の条件は、次によるもののほか、令和  年  月  日付神   第    号

による交付（変更）決定通知のとおりとする。

（以下例示） 

(1)  既交付決定の交付の条件に定める完了期日を令和  年  月  日に変更する。 



様式６ 

  第    号 

令和 年 月 日  

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和 年度優良建築物等整備事業（  ）中止（廃止）承認申請書

（    地区）

令和  年  月  日付神   第   号で交付決定の通知を受けた令和  年度

優良建築物等整備事業補助金について、今般下記により当該事業の（  ）を中止（廃止）

したいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 中止（廃止）を必要とする理由

２ 中止（廃止）に係る事業の内容及び金額（別表）

① 交 付 決 定 額    千円

② 交付変更申請額    千円

③ 差引増△減額    千円

３ 工程表

４ 添 付 書 類 補助金交付申請書、交付決定通知書の写し等

（注） （  ）内には、全部又は一部の別を記載する。  



別表

（　　　　　　　　　　　地区） （単位：千円）

事　業　量

（当　　初） 当初補助申請額 廃止申請額 交付決定額 廃止申請書

事業計画作成費

小 計

建築物除却等費

土地整備費

小 計

空地等整備費

小 計

(様式　６）

事業名

整 備 費

共 同 施 設

計

備　考区　　　　　　　　　分

調 査 設 計

計 画 費

補助事業に要する経費 補
助
率

補　　助　　金



様式７ 

第    号

令和 年 月 日

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和  年度優良建築物等整備事業の完了期日変更承認申請書

（         地区）

令和  年  月  日付神   第    号で標記事業に係る補助金の交付決定通

知を受けましたが、このたび、下記のとおり当該事業の完了期日の変更承認を受けたいの

で、申請します。

記

１ 補助事業の名称    地区優良建築物等整備事業

２ 交付決定通知に付された事業完了の期日   令和  年  月  日

３ 変更すべき事業の完了予定期日  令和  年  月  日

４ 変更の事由   

５ 事業実施状況表  

６ 工事工程表

７ 参考資料    （１）写真等工事の進捗状況を把握できるもの

（注）実施計画は棒状に表し、当初の実施計画と変更後の実施予定を区別して記入すること。

  別表 

項 目 事業費 
契約済 
事業費 

契 約 
年月日 

契 約 
工 期 

当初の完了 
期日までの 
予定出来高 

備 考 

％ 

計 



様式８

  （公 印 省 略）

神   第   号

令和  年  月  日

様

  神戸市長  

令和  年度優良建築物等整備事業の完了期日変更承認書

   （        地区）

  令和  年  月  日付第   号で報告のあった令和  年度優良建築物等整備事業

の完了期日変更承認申請書については、下記のとおり承認します。

なお、承認にあたっては、神戸市優良建築物等整備事業補助要綱第１１条の規定により、

下記のとおり指示します。

記

１ 完了期日変更は承認する

２ この事業は、令和  年  月  日までに完了すること。



様式９ 

令和  年度優良建築物等整備事業遂行状況報告書

令和  年  月  日現在

  所 在 地

  事業施行者 名   称

 代 表 者 名

（    地区）

事 業 施 行 者 名

建築物除却等

未着手 戸 ％

工事中 戸 ％

完 了 戸 ％

整 地

未着手 戸 ％

工事中 戸 ％

完 了 戸 ％

補 償 費

未着手 件 ％

工事中 件 ％

完 了 件 ％

共同施設整備

未着手 ％

工事中 ％

完 了 ％



様式10 

第    号 

令和 年 月 日 

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名 

令和  年度優良建築物等整備事業完了実績報告書 

（         地区）） 

令和  年  月  日付神   第   号で補助金の交付決定を受けました標記

事業が完了しましたので、神戸市優良建築物等整備事業要綱第14条第１項の規定により、

関係書類を添え下記のとおり報告します。 

記 

１ 補助事業の名称   地区優良建築物等整備事業 

２ 補助金の交付決定額及びその精算額 

  補助金の交付決定額    円 

  補 助 金 の 精 算 額  円 

３ 補助事業の実施期間 

  自 令和  年  月  日 

  至 令和  年  月  日 



４ 補助事業の成果 

種 別 
計   画 完   了 

事  業  量 事  業  量 

事 業 計 画 作 成 

地 盤 調 査 本  ｍ 本  ｍ 

建 築 設 計 延   ㎡ 延  ㎡ 

残存建築物除却 延   戸   ㎡ 延   戸   ㎡ 

整 地 ㎡ ㎡ 

補 償 費 

空 地 等 整 備 

供給処理施設整備 

立 体 的 遊 歩 道 

・人工地盤等整備 

共用通行部分整備 

共同駐車場整備 

５ 添付書類 

（１）補 助 金 精 算 調 書   （別紙１） 

（２）補 助 金 受 入 調 書   （別紙２） 

（３）事 業 実 施 状 況   （別紙３） 

（４）事 業 完 了 写 真 

（５）その他参考となる資料 



別紙 １

　イ 精 算 総 括 表
(単位:円）

1 2 3 4 5 6 11 12

事業 総支払額 補　助 発　生 差　　引 過 年 度 補助対象 7 8 9 10 清算補助額 補 助 金 差引受入
施行者名 対象外 物件等 補助対象 支    払 支 払 額 受入済額 未済額又

支払額 控除額 支 払 額 補　　助 は超過額
対 象 額 補助対象 補助金額 精算対象

事 業 費 支 払 額 金　　額
1-(2+3) ４＋５ (10-11）

　　　 11欄には、神戸市より交付を受けた金額を記入すること。

　　　 繰越により、年度をまたがるものについては、それぞれ合算したものを記入すること。

(様式　10）

(注）　１、２、３、４、６の各欄には、支払い未済でも支払義務額となっているものがある場合は含めて記入するものとし、支払義務額は、該当欄上段に（　）を附し内数を記入すること。

　　　 ２欄には、この事業の支払いのうち補助の対象とはならないものの金額を記入すること。

　　　 ３欄には、発生物件等で控除されているものを記入すること。

   ５欄には、過年度において支払ったものでその支払額が当該年度の補助の対象となるものがあるときは、その金額を記入すること。

　　　 ９欄には、６の額が７の額以上の場合は、7の額と同額を未満の場合は６の額と同じ額を記入すること。

　　　 10欄には、９の額に補助率１／３（震災特例は２／５）を乗じて得た金額を記入すること。

補　　助　　金　　精　　算　　調　　書

交 付 決 定 の 内 容 補助金精算額

備  考

補
助
率

補
助
率



ロ 種別積算内訳
(単位:円）

1 2 3 4 5 6
総 支 払 額 補助対象外 発生物件等 差引補助対象 過年度支払 補 助 対 象

支  払  額 控  除  額 支   払   額 補助対象額 総 支 払 額
1 - ( 2 + 3 )     4 + 5     

　

事 業 計 画 作 成 等 費

地 盤 調 査 費

建 築 設 計 費

　

建 築 物 除 却 等 費

補 償 費 等

　

空 地 等 整 備 費

供給処理施設整備費

立 体 的 遊 歩 道
・人工地盤等整備費

共用通行部分整備費

公 共 用 通 路 整 備 費

共 同 駐 車 場 整 備 費

(様式　10）

合 計

調 査 設 計 計 画 費

土 地 整 備 費

共 同 施 設 整 備 費

備  考区 分



ハ　支払内訳書
（単位：円）

契　　　約 支　　　払

種　別 年月日 金　　額 年月日 金　　額

事 業 計 画 作 成 費

地 盤 調 査 費

建 築 設 計 費

建 築 物 除 却 等 費

整 備 費

補 償 費 等

空 地 等 整 備 費

供給処理施設整備費

立 体 的 遊 歩 道 ・
人 工 地 盤 等 整 備 費

共用通行部分整備費

共 同 駐 車 場 整 備 費

計

（注１）事業施行者の契約ごと（契約の形式を取らないものを含める）に記入すること。

　　　　また、２以上の施行者が契約を一括して締結している場合はその旨摘要欄に記入し、一括して記入すること。

（注２）種別の欄には契約の内容を記入すること。

(様式　10）

区　　分 請負業者名 摘　　要



別紙２

（単位：円）

年  月  日 金　　　額 年  月  日 金　　　額 累　　　計 摘　　　要

計

(様式　10）

補 助 金 交 付 決 定 通 知 補　　　助　　　金　　　受　　　入

  補    助    金    受    入    調    書



別紙３

測 量 式 式

事業計画 調 査 式 式

作 成 基 本 設 計 式 式

資 金 計 画 式 式

ボ ー リ ン グ ｍ　　本 ｍ　　本

地盤調査 載 荷 試 験 ｔ個所 ｔ個所

そ の 他

棟 数 棟 棟

建築設計 建 築 面 積 ㎡ ㎡

建築物延面積 ㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

件 件

立 体 的 遊 歩 道
・ 人 工 地 盤 等 整 備

(様式　10）

事   業   実   施   状   況

既 存 建 築 物 除 却

駐 車 場 整 備

公 共 用 通 路 整 備

補 償

備 考計     画 完     了 着手年月日 完了年月日

共 用 通 行 部 分 整 備

 種  別

区  分 

整 地

空 地 等 整 備

供 給 処 理 施 設 整 備



様式 11 

 第    号

令和 年 月 日

神戸市長     あて 

   所 在 地 

事業施行者 名   称 

   代 表 者 名

令和  年度優良建築物等整備事業年度終了実績報告書

（         地区）

令和  年  月  日付神   第    号で標記事業に係る補助金の交付決定通

知を受けた標記事業の令和  年度における実績について、神戸市優良建築物等整備事業

要綱第14条第２項の規定により、関係書類を添えて別紙のとおり報告します。

記

関係添付書類

別表

補助金受入調書（別紙２）

事業遂行工程表（別 紙）



別　紙

施行者名　：　　　　　　　

年  月 年 年 年

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 摘　要

  項  目 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

(様式　11）

事　業　遂　行　工　程　表

事 業 計 画 作 成

立体的遊歩道・
人工地盤等整備

共用通行部分整備

空 地 等 整 備

補 償

建 築 設 計

地 盤 調 査

既存建築物除却

令和 　　年度 令和　　年度



別　表
（単位：円）

交　　付　　決　　定　　の　　内　　訳 翌 年 度 繰 越 額 事 業 実 施 期 間

繰 越 分 相 当

補　助 市　の (1) (2) (3) (4) (5)   補 助 事 業 費　 同左に 着 完

事業施行者名 対　象 補　助 事　業 事業主体 事業主体 事業主体 事業主体 事業主体 同左に 進 Ａ－Ｃ 対する 手 了 摘

事業費 金　額 主体総 補助対象 補助対象 過 年 度 補助対象 精算対象 対する 捗 市 年 年

支払額 外支払額 支 払 額 支払補助 総支払額 支 払 額 市 率 金　額 Ｄ／Ａ 補助金 月 月 要

対 象 額 金　額 Ｃ／Ａ 補助金 相当額 日 日

Ａ Ｂ (1)-(2) (3)＋(4) Ｃ （％） 相当額 （％） Ｄ （％）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（注）　（１）（２）（３）及び（５）欄は、年度内施行分で支払い義務がある場合は（　）を附してうち数を上段に記入すること。

(様式　11）

事　　　業　　　費　　　支　　　払　　　実　　　績

年　　　　度　　　　内　　　　遂　　　　行　　　　実　　　　績

(6)



様式12 

（公  印  省  略）

神   第 号 

令和  年  月 日 

  様 

   神戸市長 

令和 年度 優良建築物等整備事業補助金の額の確定通知書 

（     地区） 

 令和  年  月  日付けで完了実績報告のあった令和  年度優良建築物等整備事業（市

街地整備費）補助金については、神戸市優良建築物等整備事業補助要綱第15条の規定に基づき、

下記のとおり確定したので通知します。 

記 

 確 定 補 助 金 額    円 

 交付決定補助金額    円 

 交付済補助金額  円 

 返 還 金 額  円 



様式 13 

令和 年 月 日 

令和  年度優良建築物等整備事業補助金請求書 

神戸市長         あて 

                     所 在 地 

               事業施行者 名   称 

                     代 表 者 名 

令和  年  月  日付神   第    号で額の確定通知（交付決定）を受けまし

た下記補助金を神戸市優良建築物等整備事業要綱第16条第１項（第２項）の規定に基づき、

関係書類を添えて請求します。 

記 

１ 補 助 事 業 の 名 称        優良建築物等整備事業 

２ 施 行 地 区 名                地区 

３ 補 助 金 交 付 決 定 額                 円 

４ 交 付 済 補 助 金 額                 円 

５ 補助金精算（概算/前金払）請求額                 円 

口座振替で支払いされる場合は、下記口座に振込みしてください。 

登録債権者番号            

口座 

振替 

依頼 

欄 

金融機関 

・支店名 

銀行 

金庫 
支店 

預金種目 １．普 通  ２．当 座 口座番号  

口座名義 

（カナ） 
30字以内 

               

               

   （注）(1)登録債権者は、登録債権者番号を記入し、口座振替依頼欄を斜線で抹消してください。 

      (2)未登録債権者は、口座振替依頼欄に記入してください。 



様式13の2 

   補助金返還命令書 

                       （公 印 省 略） 
                                   神   第   号 
                                   令和  年 月 日 

（施行者） 

                 様 

                        神戸市長 

 

 令和 年 月 日付    号により交付決定した補助金について、神戸市優良建築物等

整備事業要綱第１８条第１項（第２項）の規定に基づき、下記のとおり補助金の返還を命令

します。 

記 

 

 

１．補助金返還額                                 金          円 

 

２．補助金の返還方法             別紙納入通知書を用いて納入すること 

 

３．納付書番号 

 

４．納付期限             令和  年  月  日 
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